
2030年ビジョンと中期経営計画

中期経営計画数値目標の進捗 　　　　

　中期経営計画2年目の2023年度は、各種成長投資の着実
な実行と製品価格の改定を行ったものの、AP関連事業にお
けるお客様の事業環境の悪化、中国経済の失速、タイ事業の

立ち上がりの遅れ等から数値目標に対して未達でした。しか
し、事業環境は改善方向にあり、2022年度比で大幅な増収
増益を確保しました。
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AP関連事業 BP関連事業
１年目 ２年目 ３年目

中期経営計画

環境及び搬送関連事業
１年目 ２年目 ３年目

中期経営計画

１年目 ２年目 ３年目
中期経営計画
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その他関連事業
１年目 ２年目 ３年目

中期経営計画

（単位：百万円）

（年度）

前中期経営計画 中期経営計画
2019年度実績 2020年度実績 2021年度実績 2022年度計画 2022年度実績 2023年度計画 2023年度実績 2024年度計画 2024年度予想

売上 35,151 37,866 38,846 42,000 39,665 48,000 44,097 50,000 48,000

営業利益 2,053 2,302 2,053 2,300 1,028 2,800 1,968 3,000 2,600

親会社株主に帰属する当期純利益 1,588 2,082 1,649 1,600 1,020 1,900 1,312 2,100 1,700

1株当たり配当額（単位:円） 40 33 30 30 30 30 30 35 30

配当総額 1,550 1,260 1,146 1,144 1,147 1,144 1,149 1,334 1,149

配当性向 97.6% 60.5% 69.5% 71.5% 112.5% 60.2% 87.6% 63.5% 67.6%

純資産 30,293 31,451 32,050 32,506 31,604 33,262 33,086 34,028 33,637

ROE 5.2% 6.8% 5.2% 4.9% 3.2% 5.7% 4.1% 6.2% 5.1%

（単位：百万円）

2030年ビジョン

　高い技術力と製品力を誇る日工ブランドを維持・強化しつ
つ、高収益であるサービスビジネスの拡大とASEAN地域を
中心とした海外AP事業の成長と収益化、さらにはお客様と
社会が抱える課題の解決を通じて、2030年に売上高700億
円、営業利益70億円（営業利益率10.0％）、ROE10％以
上、時価総額500億円の達成を目指します。　

日工グループ
高い技術力に裏打ちされたプラント設備・環境
製品のトップメーカーかつ、運用・保全サービ
スによる顧客の経営パートナー

事業の変容 技術を活かした規模拡大

◆国内 AP 関連事業
◆国内 BP 関連事業
◆メンテナンスサービス事業

◆海外 AP 関連事業
◆環境及び搬送関連事業
◆MP 販売・その他事業

2030年度 数値目標
売上高 700億円　 営業利益率 10.0％
ROE 10.0％以上　時価総額 500億円

運用・保全サービスの強化 製品・市場の横展開

世界を、強くやさしい街に。

Vision
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中期経営計画（2022年度～2024年度）

　2022年度にスタートした中期経営計画は、2030年ビジ
ョンの実現に向けた「内部投資フェーズ」と位置付け、体
制・プロセス・制度の構築を進めています。人的資本の強化、
環境貢献製品の開発やM&Aの実施、新たなコア技術の獲得、
AIや遠隔技術を活用した新製品の投入等を通じて企業価値の
向上を図ります。

中期経営計画施策の進捗

　2023年度は、事業拡大に向けた大幅な人員増加を図ると
ともに、新人事制度の導入や組織変更に着手しました。国
内AP関連事業では脱炭素化サポートが順調に進捗しました。
遠隔化・自動化に関しても成果が見られました。海外AP関
連事業ではグローバル標準プラントの開発に成功しました。
BP関連事業においても着実に施策を実施しています。

中期経営計画（2022-2024）

中期経営計画施策の進捗

✓ AP、BPプラント標準化
✓ 搬送PコンEC化、チャンネルコン取り扱い
✓ 海外APのインドネシア・ベトナム進出

✓ 遠隔化・自動化サポート、トータル管理システム
✓ 環境対応製品の本格展開
✓ ASEAN展開

✓ グローバルマーケティング機能、DX推進機能
✓ 新規ビジネスの協力販売体制の構築
✓ 人材マネジメント基盤・制度の再構築

✓ 運営支援センター開設・本格稼働
✓ テクノロジーを用いた自動化・遠隔化
✓ 生産プロセス見直し、本社工場の組立集中

●AP事業領域
●BP事業領域
●環境搬送領域
●海外
●開発
●モバイルプラント
●その他

●AP事業領域（海外含む）
●BP事業領域
●環境搬送領域
●その他事業

●AP関連事業
　（2022年度上海、タイ等）機械、装置費
● （2022年度）AP、BP関連事業倉庫建設
　（2023年度）新工場建設、機械、装置
　（2022、2023年度）ソフトウェア等
●その他事業

中計の3年間で10年ビジョンの礎となる体制・プロセス・制度を構築
その後10年後を見据えた新サービスのテスト、システム開発を推進

ビジネス

ビジネス

2022 年度

2022 年度・2023 年度共通

2023 年度

内部機能

内部機能

2024年
売上高500億円
営業利益率6.0%

2030年
売上高700億円

営業利益率10.0%

2021年度
売上高388億円
営業利益率5.3%

86名増員

11.8億円

45.2億円

人員強化

研究開発

設備投資

内部投資フェーズ
人員強化145名増員
研究開発25.3億円
設備投資60億円

2025年度〜の
力強いビジネス
拡大フェーズへ

国内では新サービス、システムをリリース
海外市場では新たな収益基盤を確立
テクノロジー導入、生産体制再構築

■2022年度・2023年度の主な実施項目

2022年度
● 新型AP“VPⅣ-Clover“の開発
● 水素専焼バーナの開発
● 新合材搬送BOXの開発

2023年度
● 新型土質改良機“Mobix Eco”の開発
● 合材サイロシステム“SiiLO”をリリース
● ASEAN標準モデル“NAP.ACE-130”を開発
● 作業管理システム“みまもり君”の運用開始
● MPアプリ“NM-LINK”をリリース

2024年度

● 事業拡大に向けた大幅な人員増
　※日工グループ従業員数
　2021年4月861人→2024年３月1,117人
● 課題解決等に向けた大幅な組織変更
● プラント設計の標準化率アップ
　（例）VPシリーズ採用の場合
　標準化率30％以下→標準化率70％を達成（2023年度）

● 経営理念の策定
● ASEAN事業
   戦略室の設置

● 新人事制度開始
● 松田機工の日工
   グループ入り
● サービス部門のセールス
    フォース移行開始

2025年度〜の力強いビジネス拡大フェーズへ

2022年度-2024年度
内部投資フェーズ

国内AP事業　BP事業　海外AP事業　モバイル事業
MS事業　成長投資・内部機能強化

項目 2022 ～ 2023年度累計実績
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価値創造基盤




